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(57)【要約】
　優れた電子及び正孔注入輸送性を示し、適切な最低一
重項励起エネルギー及び最低三重項励起エネルギー有す
る有機電界発光素子用材料と、これを使用した有機ＥＬ
素子を提供する。
　一般式（１）で表される複素環化合物からなることを
特徴とする有機電界発光素子用材料。
　【化１】

 
　ここで、Ｒ１は炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、
炭素数３～２２の芳香族複素環基、これらの芳香族環が
２～６個連結してなる連結芳香族基、アルキル基、又は
アルコキシ基であり、Ｒ２～Ｒ５は炭素数６～３０の芳
香族炭化水素基、ヘテロ原子として酸素又は硫黄のみを
含む炭素数３～２２の芳香族複素環基、これらの芳香族
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一般式（１）で表される複素環化合物からなることを特徴とする有機電界発光素子用材
料。
【化１】

　ここで、Ｒ１は炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、置換若
しくは未置換の炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、置換若しくは未置換の炭素数３～２
２の芳香族複素環基、又はこれらの芳香族環が２～６個連結してなる置換若しくは未置換
の連結芳香族基を表す。
　Ｒ２～Ｒ５は独立に、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、
置換若しくは未置換の炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、ヘテロ原子として酸素又は硫
黄のみを含む置換若しくは未置換の炭素数３～２２の芳香族複素環基、又はこれらの芳香
族環が２～６連結してなる置換若しくは未置換の連結芳香族基を表す。
　a、b、c、dは独立に、０～２の整数を表す。
【請求項２】
　基板上に、陽極、有機層及び陰極が積層されてなる有機電界発光素子において、該有機
層の少なくとも１層が請求項１に記載の有機電界発光素子用材料を含む有機層であること
を特徴とする有機電界発光素子。
【請求項３】
　有機電界発光素子用材料を含む有機層が、発光層、電子輸送層、及び正孔阻止層からな
る群れから選ばれる少なくとも一つの層である請求項２に記載の有機電界発光素子。
【請求項４】
　有機電界発光素子用材料を含む有機層が、発光層であることを特徴とする請求項２に記
載の有機電界発光素子。
【請求項５】
　発光層が、発光ドーパントとホスト材料を含むことを特徴とする請求項４に記載の有機
電界発光素子。
【請求項６】
　発光層がホスト材料と発光ドーパントとして燐光発光ドーパントを含み、前記有機電界
発光素子用材料がホスト材料であることを特徴とする請求項５に記載の有機電界発光素子
。
【請求項７】
　発光層がホスト材料と発光ドーパントとして蛍光発光ドーパントを含み、前記有機電界
発光素子用材料がホスト材料であることを特徴とする請求項５に記載の有機電界発光素子
。
【請求項８】
　発光層がホスト材料と発光ドーパントとして遅延蛍光発光ドーパントを含み、前記有機
電界発光素子用材料がホスト材料であることを特徴とする請求項５に記載の有機電界発光
素子。
【請求項９】
　発光層がホスト材料と発光ドーパントとして遅延蛍光発光ドーパントを含み、前記有機
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電界発光素子用材料が遅延蛍光発光ドーパントであることを特徴とする請求項５記載の有
機電界発光素子。
【請求項１０】
　発光層がホスト材料と発光ドーパントとして蛍光発光ドーパントを含み、前記有機電界
発光素子用材料が蛍光発光ドーパントであることを特徴とする請求項５に記載の有機電界
発光素子。
【請求項１１】
　発光層が２種類以上のホスト材料と１種類以上の発光ドーパントを含み、少なくとも１
種のホスト材料が前記有機電界発光素子用材料であることを特徴とする請求項５に記載の
有機電界発光素子。
【請求項１２】
　発光層が２種類以上のホスト材料と１種類以上の発光ドーパントを含み、少なくとも１
種の発光ドーパントが前記有機電界発光素子用材料であることを特徴とする請求項５に記
載の有機電界発光素子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は特定の複素環化合物を有機電界発光素子用材料として使用した有機電界発光素
子に関するものであり、詳しくは、有機化合物を含む発光層に電界をかけて光を放出する
薄膜型デバイスに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に、有機電界発光素子（以下、有機ＥＬ素子という）は、その最も簡単な構造とし
ては発光層及び該層を挟んだ一対の対向電極から構成されている。すなわち、有機ＥＬ素
子では、両電極間に電界が印加されると、陰極から電子が注入され、陽極から正孔が注入
され、これらが発光層において再結合し、光を放出する現象を利用する。
【０００３】
　近年、有機薄膜を用いた有機ＥＬ素子の開発が行われるようになった。特に、発光効率
を高めるため、電極からキャリアー注入の効率向上を目的として電極の種類の最適化を行
い、芳香族ジアミンからなる正孔輸送層と8-ヒドロキシキノリンアルミニウム錯体（Alq3
）からなる発光層とを電極間に薄膜として設けた素子の開発により、従来のアントラセン
等の単結晶を用いた素子と比較して大幅な発光効率の改善がなされたことから、自発光・
高速応答性といった特徴を持つ高性能フラットパネルへの実用化を目指して進められてき
た。
【０００４】
　また、素子の発光効率を上げる試みとして、蛍光ではなく燐光を用いることも検討され
ている。上記の芳香族ジアミンからなる正孔輸送層とAlq3からなる発光層とを設けた素子
をはじめとした多くの素子が蛍光発光を利用したものであったが、燐光発光を用いる、す
なわち、三重項励起状態からの発光を利用することにより、従来の蛍光（一重項）を用い
た素子と比べて、３～４倍程度の効率向上が期待される。この目的のためにクマリン誘導
体やベンゾフェノン誘導体を発光層とすることが検討されてきたが、極めて低い輝度しか
得られなかった。また、三重項状態を利用する試みとして、ユーロピウム錯体を用いるこ
とが検討されてきたが、これも高効率の発光には至らなかった。近年では、発光の高効率
化や長寿命化を目的に、特許文献１に挙げられるようなイリジウム錯体等の有機金属錯体
を中心に研究が多数行われている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】WO01/041512 A1
【特許文献２】特開2001-313178号公報
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【特許文献３】特開2010-87408号公報
【特許文献４】特開2013-232521号公報
【０００６】
　高い発光効率を得るには、前記ドーパント材料と同時に、使用するホスト材料が重要に
なる。ホスト材料として提案されている代表的なものとして、特許文献２で紹介されてい
るカルバゾール化合物の4,4'-ビス(9-カルバゾリル)ビフェニル（CBP）が挙げられる。CB
Pはトリス(2-フェニルピリジン)イリジウム錯体（Ir(ppy)3）に代表される緑色燐光発光
材料のホスト材料として使用した場合、正孔を流し易く電子を流しにくい特性上、電荷注
入バランスが崩れ、過剰の正孔は電子輸送層側に流出し、結果としてIr(ppy)3からの発光
効率が低下する。
【０００７】
　有機ＥＬ素子で高い発光効率を得るには、高い三重項励起エネルギーを有し、かつ両電
荷（正孔・電子）注入輸送特性においてバランスがとれたホスト材料が必要である。更に
、電気化学的に安定であり、高い耐熱性と共に優れたアモルファス安定性を備える化合物
が望まれており、更なる改良が求められている。
【０００８】
　特許文献３においては、下式のような複素環化合物（Ｈ-１）が開示されているが、本
発明で使用する化合物とは基本骨格における結合位置が異なるために、その特性は大きく
異なる。また、有機トランジスタの有機半導体層としての使用を開示するものであり、有
機ＥＬ素子材料としての有用性を示すものではない。
【化１】

 
【０００９】
　特許文献４においては、下式のような複素環化合物（Ｈ-２）が開示されている。この
化合物は、基本骨格の炭素原子上に直接もしくは連結基を介してアミノ基を有する構造的
特徴としており、このため電子に対する輸送性、及び安定性が悪化し、実用上、十分な有
機ＥＬ素子特性が得られないこことが課題となっている。

【化２】

 
【発明の概要】
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【００１０】
　有機ＥＬ素子をフラットパネルディスプレイ等の表示素子に応用するためには、素子の
発光効率を改善すると同時に駆動時の安定性を十分に確保する必要がある。本発明は、上
記現状に鑑み、高効率かつ高い駆動安定性を有した実用上有用な有機ＥＬ素子及びそれに
適する化合物を提供することを目的とする。
【００１１】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、特定の複素環化合物を有機ＥＬ素子に用いることで
優れた特性を示すことを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１２】
　本発明は、一般式（１）で表される複素環化合物からなることを特徴とする有機電界発
光素子用材料である。
【化３】

 
【００１３】
　ここで、Ｒ１は炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、置換若
しくは未置換の炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、置換若しくは未置換の炭素数３～２
２の芳香族複素環基、又はこれらの芳香族環が２～６連結してなる置換若しくは未置換の
連結芳香族基を表す。Ｒ２～Ｒ５は独立に、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１
２のアルコキシ基、置換若しくは未置換の炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、ヘテロ原
子として酸素又は硫黄のみを含む置換若しくは未置換の炭素数３～２２の芳香族複素環基
、又はこれらの芳香族環が２～６連結してなる置換若しくは未置換の連結芳香族基を表す
。a、b、c、及びdは各々独立に、０～２の整数を表す。
【００１４】
　また、本発明は、基板上に、陽極、有機層及び陰極が積層されてなる有機電界発光素子
において、該有機層の少なくとも１層が一般式（１）で表される有機電界発光素子用材料
を含む有機層であることを特徴とする有機電界発光素子である。
【００１５】
　有機電界発光素子用材料を含む有機層が、発光層、電子輸送層、および正孔阻止層から
なる群れから選ばれる少なくとも一つの層であるあることが好ましく、発光層であること
がより好ましい。
【００１６】
　また、有機電界発光素子用材料を含む有機層が発光層である場合、発光層がホスト材料
と発光ドーパントを含有することが好ましく、前記有機電界発光素子用材料はホスト材料
としても、発光ドーパントとしても適用可能である。なお、発光層に含まれるホスト材料
は２種類以上であってもよく、発光ドーパントは１種類以上であってもよく、少なくとも
１種のホスト材料又は発光ドーパントとして前記有機電界発光素子用材料を適用できる。
【００１７】
　前記有機電界発光素子用材料がホスト材料である場合、発光ドーパントとしては、燐光
発光ドーパント、蛍光発光ドーパント、又は遅延蛍光発光ドーパントが適用可能である。
【００１８】
　また、前記有機電界発光素子用材料が発光ドーパントである場合、蛍光発光ドーパント
、又は遅延蛍光発光ドーパントとして適用可能である。
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【００１９】
　本発明の有機電界発光素子用材料は、優れた電子注入輸送性および正孔注入輸送性を示
すとともに、発光特性に影響する適切な最低一重項励起エネルギーおよび最低三重項励起
エネルギー有することから、これを有機ＥＬ素子に使用することで素子の駆動電圧の低減
ならびに高い発光効率を達成し得る。
　また、この有機電界発光素子用材料は、良好なアモルファス特性ならびに高い熱安定性
および電気的安定性を示すことから、これを用いた有機ＥＬ素子は駆動寿命が長く、実用
レベルの耐久性を有する。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】有機ＥＬ素子の一構造例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明の有機電界発光素子用材料は、前記一般式（１）で表される複素環化合物である
。
【００２２】
　一般式（１）において、Ｒ１は炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１～１２のアルコ
キシ基、置換若しくは未置換の炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、置換若しくは未置換
の炭素数３～２２の芳香族複素環基、又はこれらの芳香族環（前記置換若しくは未置換の
炭素数６～３０の芳香族炭化水素基、置換若しくは未置換の炭素数３～２２の芳香族複素
環基の芳香族環をいう。）が２～６連結してなる置換若しくは未置換の連結芳香族基を表
す。好ましくは、置換若しくは未置換の炭素数６～２２の芳香族炭化水素基、置換若しく
は未置換の炭素数３～１６の芳香族複素環基、又はこれらの芳香族環が２～６連結してな
る置換若しくは未置換の連結芳香族基である。Ｒ２～Ｒ５は各々独立に、炭素数１～１２
のアルキル基、炭素数１～１２のアルコキシ基、置換若しくは未置換の炭素数６～３０の
芳香族炭化水素基、ヘテロ原子として酸素又は硫黄のみを含む置換若しくは未置換の炭素
数３～２２の芳香族複素環基、又はこれらの芳香族環が２～６連結してなる置換若しくは
未置換の連結芳香族基を表す。好ましくは、炭素数６～２２の芳香族炭化水素基、ヘテロ
原子として酸素または硫黄のみを含む置換若しくは未置換の炭素数３～１６の芳香族複素
環基、又はこれらの芳香族環が２～６連結してなる置換若しくは未置換の連結芳香族基で
ある。a、b、c、及びdは各々独立に０～２の整数を表す。
【００２３】
　Ｒ１～Ｒ５の説明において、未置換の芳香族炭化水素基の具体例としては、ベンゼン、
ナフタレン、フルオレン、アントラセン、フェナントレン、トリフェニレン、テトラフェ
ニレン、フルオランテン、ピレン、クリセン等の芳香族炭化水素化合物から水素を除いて
生じる基が挙げられ、好ましくはベンゼン、ナフタレン、フルオレン、フェナントレン、
又はトリフェニレンから水素を除いて生じる基である。
【００２４】
　未置換の芳香族複素環基の具体例としては、ピリジン、ピリミジン、トリアジン、キノ
リン、イソキノリン、キノキサリン、キナゾリン、ナフチリジン、カルバゾール、アクリ
ジン、アゼピン、トリベンゾアゼピン、フェナジン、フェノキサジン、フェノチアジン、
ジベンゾホスホール、ジベンゾボロール、ジベンゾフラン、ジベンゾチオフェン、ジベン
ゾジオキシン、チアントレン等の芳香族複素環化合物から水素を除いて生じる基が挙げら
れ、好ましくはピリジン、ピリミジン、トリアジン、カルバゾール、ジベンゾフラン、ジ
ベンゾチオフェンから水素を除いて生じる基である。但し、Ｒ２～Ｒ５の場合は、前記芳
香族複素環化合物の中で、ヘテロ原子として酸素又は硫黄のみを含む芳香族複素環化合物
から水素を除いて生じる基であり、複素環を構成するヘテロ原子として酸素又は硫黄以外
の原子を含む芳香族複素環化合物から生じる基は除かれる。
【００２５】
　未置換の連結芳香族基は、上記未置換の芳香族炭化水素基及び未置換の芳香族複素環基
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した芳香族化合物から水素を除いて生じる連結芳香族基である。連結芳香族基は、芳香族
環が２～６つ連結されて構成される基であり、連結される芳香族環は同一でも異なってい
てもよく、芳香族炭化水素基と芳香族複素環基の両者が含まれてもよい。連結される芳香
族環の数は２～４が好ましく、より好ましくは２又は３である。　
【００２６】
　ここで、連結芳香族基は、例えば、下記式で表わされる。
【化４】

（Ａｒ１～Ａｒ５は、置換又は無置換の芳香環を示す）
【００２７】
　連結芳香族基の具体例としては、ビフェニル、ターフェニル、フェニルナフタレン、ジ
フェニルナフタレン、フェニルアントラセン、ジフェニルアントラセン、ジフェニルフル
オレン、ビピリジン、ビピリミジン、ビトリアジン、ビスカルバゾール、フェニルピリジ
ン、フェニルピリミジン、フェニルトリアジン、フェニルカルバゾール、ジフェニルピリ
ジン、ジフェニルトリアジン、ビスカルバゾリルベンゼン、フェニルジベンゾフラン、フ
ェニルジベンゾチオフェン等から水素を除いて生じる基が挙げられる。
【００２８】
　上記芳香族炭化水素基、芳香族複素環基又は連結芳香族基は、置換基を有してもよく、
置換基を有する場合、好ましい置換基としては、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数１
～１２のアルコキシ基、又は炭素数２～１３のアシル基である。より好ましくは、炭素数
１～４のアルキル基、炭素数１～２のアルコキシ基、又はアセチル基である。
【００２９】
　一般式（１）においてａ、ｂ、ｃ、ｄは０～２の整数を表す。好ましくは、（ａ＋ｂ＋
ｃ＋ｄ）は０～４の整数であり、より好ましくは、０～２である。
【００３０】
　一般式（１）で表される複素環化合物は、例えば、下記反応式に示すような方法で、合
成することができる。
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【化５】

 
【００３１】
　すなわち、無置換又は置換基を有するジベンゾチオフェンをアルデヒド化した化合物と
、Wittig塩を作用させることで、ジベンゾチオフェンにシクロヘキサノンが縮合した化合
物を合成し、更に、無置換又は置換のフェニルヒドラジン塩酸塩と反応させ、その後、脱
水素化反応することにより、一般式（１）で表される芳香族複素環化合物を合成すること
ができる。
【００３２】
　一般式（１）で表される複素環化合物の具体例を、以下に示すが、本発明の有機電界発
光素子用材料はこれらに限定されない。
【００３３】



(9) JP WO2016/051977 A1 2016.4.7

10

20

30
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【化７】
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【化８】

 
【００３４】
　本発明の有機電界発光素子用材料は、一般式（１）で表される複素環化合物からなる。
基板上に、陽極、複数の有機層及び陰極が積層されてなる有機ＥＬ素子の少なくとも１つ
の有機層に、本発明の有機電界発光素子用材料を含有させることにより、優れた有機電界
発光素子を与える。含有させる有機層としては、発光層、電子輸送層又は正孔阻止層が適
する。ここで、発光層に使用する場合は、蛍光発光、遅延蛍光発光又は燐光発光のドーパ
ントを含有する発光層のホスト材料として使用することができるほか、本発明の有機電界
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発光素子用材料を蛍光及び遅延蛍光を放射する有機発光材料として使用することができる
。蛍光及び遅延蛍光を放射する有機発光材料として使用する場合、励起一重項エネルギー
、励起三重項エネルギーの少なくとも何れか一方が本発明の有機電界発光素子用材料より
も高い値を有する他の有機化合物をホスト材料として使用することが好ましい。本発明の
有機電界発光素子用材料は、燐光発光ドーパントを含有する発光層のホスト材料として含
有させることが特に好ましい。
【００３５】
　次に、本発明の有機電界発光素子用材料を用いた有機ＥＬ素子について説明する。
【００３６】
　本発明の有機ＥＬ素子は、基板上に積層された陽極と陰極の間に、少なくとも一つの発
光層を有する有機層を有し、且つ少なくとも一つの有機層は、本発明の有機電界発光素子
用材料を含む。有利には、燐光発光ドーパントと共に本発明の有機電界発光素子用材料を
発光層中に含む。
【００３７】
　次に、本発明の有機ＥＬ素子の構造について、図面を参照しながら説明するが、本発明
の有機ＥＬ素子の構造は何ら図示のものに限定されるものではない。
【００３８】
　図１は本発明に用いられる一般的な有機ＥＬ素子の構造例を示す断面図であり、１は基
板、２は陽極、３は正孔注入層、４は正孔輸送層、５は発光層、６は電子輸送層、７は陰
極を各々表わす。本発明の有機ＥＬ素子では発光層と隣接して励起子阻止層を有してもよ
く、また、発光層と正孔注入層との間に電子阻止層を有してもよい。励起子阻止層は発光
層の陽極側、陰極側のいずれにも挿入することができ、両方同時に挿入することも可能で
ある。本発明の有機ＥＬ素子では、基板、陽極、発光層及び陰極を必須の層として有する
が、必須の層以外の層に、正孔注入輸送層、電子注入輸送層を有することがよく、更に発
光層と電子注入輸送層の間に正孔阻止層を有することがよい。なお、正孔注入輸送層は、
正孔注入層と正孔輸送層のいずれか又は両者を意味し、電子注入輸送層は、電子注入層と
電子輸送層のいずれか又は両者を意味する。
【００３９】
　なお、図１とは逆の構造、すなわち、基板１上に陰極７、電子輸送層６、発光層５、正
孔輸送層４、陽極２の順に積層することも可能であり、この場合も、必要により層を追加
したり、省略したりすることが可能である。
【００４０】
－基板－
　本発明の有機ＥＬ素子は、基板に支持されていることが好ましい。この基板については
、特に制限はなく、従来から有機ＥＬ素子に慣用されているものであればよく、例えば、
ガラス、透明プラスチック、石英などからなるものを用いることができる。
【００４１】
－陽極－
　有機ＥＬ素子における陽極としては、仕事関数の大きい（４ｅＶ以上）金属、合金、電
気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが好ましく用いられる。このよ
うな電極物質の具体例としては、Ａｕ等の金属、ＣｕＩ、インジウムチンオキシド（ＩＴ
Ｏ）、ＳｎＯ２、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ２Ｏ

３－ＺｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよい。陽極はこれらの電
極物質を蒸着やスパッタリング等の方法により、薄膜を形成させ、フォトリソグラフィー
法で所望の形状のパターンを形成してもよく、あるいはパターン精度をあまり必要としな
い場合は（１００μｍ以上程度）、上記電極物質の蒸着やスパッタリング時に所望の形状
のマスクを介してパターンを形成してもよい。あるいは、有機導電性化合物のように塗布
可能な物質を用いる場合には、印刷方式、コーティング方式等湿式成膜法を用いることも
できる。この陽極より発光を取り出す場合には、透過率を１０％より大きくすることが望
ましく、また陽極としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましい。更に膜厚は材料にも
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よるが、通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。
【００４２】
－陰極－
　一方、陰極としては、仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）金属（電子注入性金属と称する
）、合金、電気伝導性化合物及びこれらの混合物を電極物質とするものが用いられる。こ
のような電極物質の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグネシ
ウム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／ア
ルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム
（Ａｌ２Ｏ３）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等が挙
げられる。これらの中で、電子注入性及び酸化等に対する耐久性の点から、電子注入性金
属とこれより仕事関数の値が大きく安定な金属である第二金属との混合物、例えば、マグ
ネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混
合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）混合物、リチウム／アルミニウム
混合物、アルミニウム等が好適である。陰極はこれらの電極物質を蒸着やスパッタリング
等の方法により薄膜を形成させることにより、作製することができる。また、陰極として
のシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましく、膜厚は通常１０ｎｍ～５μｍ、好ましくは５
０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。なお、発光した光を透過させるため、有機ＥＬ素子の
陽極又は陰極のいずれか一方が、透明又は半透明であれば発光輝度が向上し好都合である
。
【００４３】
  また、陰極に上記金属を所定膜厚で作製した後に、陽極の説明で挙げた導電性透明材料
をその上に作製することで、透明又は半透明の陰極を作製することができ、これを応用す
ることで陽極と陰極の両方が透過性を有する素子を作製することができる。
【００４４】
－発光層－
　発光層は、陽極及び陰極のそれぞれから注入された正孔及び電子が再結合することによ
り励起子が生成した後、発光する層であり、発光層には有機発光材料とホスト材料を含む
ことがよい。有機発光材料（発光ドーパント）としては、蛍光発光材料（蛍光発光ドーパ
ント）、燐光発光材料（燐光発光ドーパント）及び遅延蛍光発光材料（遅延蛍光発光ドー
パント）が挙げられる。
【００４５】
　発光層が蛍光発光層である場合、蛍光発光材料は少なくとも１種の蛍光発光材料を単独
で使用してもよいが、蛍光発光材料を蛍光発光ドーパントとして使用し、ホスト材料を含
むことが好ましい。
【００４６】
　蛍光発光材料としては、本発明の有機ＥＬ素子用材料（本発明の複素環化合物ともいう
。）を用いることができるが、多数の特許文献等により知られているので、それらから選
択することもできる。例えば、ベンゾオキサゾール誘導体、ベンゾチアゾール誘導体、ベ
ンゾイミダゾール誘導体、スチリルベンゼン誘導体、ポリフェニル誘導体、ジフェニルブ
タジエン誘導体、テトラフェニルブタジエン誘導体、ナフタルイミド誘導体、クマリン誘
導体、縮合芳香族化合物、ペリノン誘導体、オキサジアゾール誘導体、オキサジン誘導体
、アルダジン誘導体、ピラリジン誘導体、シクロペンタジエン誘導体、ビススチリルアン
トラセン誘導体、キナクリドン誘導体、ピロロピリジン誘導体、チアジアゾロピリジン誘
導体、スチリルアミン誘導体、ジケトピロロピロール誘導体、芳香族ジメチリジン化合物
、8-キノリノール誘導体の金属錯体やピロメテン誘導体の金属錯体、希土類錯体、遷移金
属錯体に代表される各種金属錯体等、ポリチオフェン、ポリフェニレン、ポリフェニレン
ビニレン等のポリマー化合物、有機シラン誘導体等が挙げられる。好ましくは縮合芳香族
化合物、スチリル化合物、ジケトピロロピロール化合物、オキサジン化合物、ピロメテン
金属錯体、遷移金属錯体、ランタノイド錯体が挙げられ、より好ましくはナフタセン、ピ
レン、クリセン、トリフェニレン、ベンゾ[c]フェナントレン、ベンゾ[a]アントラセン、
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ペンタセン、ペリレン、フルオランテン、アセナフソフルオランテン、ジベンゾ[a,j]ア
ントラセン、ジベンゾ[a,h]アントラセン、ベンゾ[a]ナフタセン、ヘキサセン、アンタン
トレン、ナフト[2,1-f]イソキノリン、α-ナフタフェナントリジン、フェナントロオキサ
ゾール、キノリノ[6,5-f]キノリン、ベンゾチオファントレン等が挙げられる。これらは
置換基としてアルキル基、アリール基、芳香族複素環基、ジアリールアミノ基を有してい
てもよい。
【００４７】
　蛍光ホスト材料としては、本発明の複素環化合物を用いることができるが、多数の特許
文献等により知られているので、それらから選択することもできる。例えば、ナフタレン
、アントラセン、フェナンスレン、ピレン、クリセン、ナフタセン、トリフェニレン、ペ
リレン、フルオランテン、フルオレン、インデンなどの縮合アリール環を有する化合物や
その誘導体、Ｎ，Ｎ’－ジナフチル－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－４，４’－ジフェニル－１
，１’－ジアミンなどの芳香族アミン誘導体、トリス（８－キノリナート）アルミニウム
（III）をはじめとする金属キレート化オキシノイド化合物、ジスチリルベンゼン誘導体
などのビススチリル誘導体、テトラフェニルブタジエン誘導体、インデン誘導体、クマリ
ン誘導体、オキサジアゾール誘導体、ピロロピリジン誘導体、ペリノン誘導体、シクロペ
ンタジエン誘導体、ピロロピロール誘導体、チアジアゾロピリジン誘導体、ジベンゾフラ
ン誘導体、カルバゾール誘導体、ジカルバゾール誘導体、インドロカルバゾール誘導体、
トリアジン誘導体、ポリマー系では、ポリフェニレンビニレン誘導体、ポリパラフェニレ
ン誘導体、ポリフルオレン誘導体、ポリビニルカルバゾール誘導体、ポリチオフェン誘導
体等が使用できるが、特に限定されるものではない。
【００４８】
　前記蛍光発光材料を蛍光発光ドーパントとして使用し、ホスト材料を含む場合、蛍光発
光ドーパントが発光層中に含有される量は、０．０１～２０重量％、好ましくは０．１～
１０重量％の範囲にあることがよい。
【００４９】
　通常、有機ＥＬ素子は、陽極、陰極の両電極より発光物質に電荷を注入し、励起状態の
発光物質を生成し、発光させる。電荷注入型の有機ＥＬ素子の場合、生成した励起子のう
ち、一重項励起状態に励起されるのは２５％であり、残り７５％は三重項励起状態に励起
されると言われている。Advanced Materials 2009, 21, 4802-4806.に示されているよう
に、特定の蛍光発光物質は、項間交差等により三重項励起状態へとエネルギーが遷移した
後、三重項－三重項消滅あるいは熱エネルギーの吸収により、一重項励起状態に逆項間交
差され蛍光を放射し、熱活性化遅延蛍光を発現することが知られている。本発明の有機Ｅ
Ｌ素子でも遅延蛍光を発現することができる。この場合、蛍光発光及び遅延蛍光発光の両
方を含むこともできる。但し、発光の一部或いは部分的にホスト材料からの発光があって
もよい。
【００５０】
　発光層が遅延蛍光発光層である場合、遅延発光材料は少なくとも１種の遅延発光材料を
単独で使用してもよいが、遅延蛍光材料を遅延蛍光発光ドーパントとして使用し、ホスト
材料を含むことが好ましい。
【００５１】
　遅延蛍光発光材料としては、本発明の複素環化合物を用いることができるが、公知の遅
延蛍光発光材料から選択することもできる。例えば、スズ錯体、インドロカルバゾール誘
導体、銅錯体、カルバゾール誘導体等が挙げられる。具体的には、以下の非特許文献、特
許文献に記載されている化合物が挙げられるが、これらの化合物に限定されるものではな
い。
【００５２】
　1）Adv. Mater. 2009, 21, 4802-4806、2）Appl. Phys. Lett. 98, 083302 (2011)、3
）特開2011-213643号公報、4）J. Am. Chem. Soc. 2012, 134, 14706-14709。
【００５３】
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　遅延発光材料の具体的な例を示すが、下記の化合物に限定されるものではない。
【００５４】
【化９】

 
【００５５】
　前記遅延蛍光発光材料を遅延蛍光発光ドーパントとして使用し、ホスト材料を含む場合
、遅延蛍光発光ドーパントが発光層中に含有される量は、０．０１～５０重量％、好まし
くは０．１～２０重量％、より好ましくは０．０１～１０重量％の範囲にあることがよい
。
【００５６】
　遅延蛍光ホスト材料としては、本発明の複素環化合物を用いることができるが、それ以
外の化合物から選択することもできる。例えば、ナフタレン、アントラセン、フェナンス
レン、ピレン、クリセン、ナフタセン、トリフェニレン、ペリレン、フルオランテン、フ
ルオレン、インデンなどの縮合アリール環を有する化合物やその誘導体、Ｎ，Ｎ’－ジナ
フチル－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－４，４’－ジフェニル－１，１’－ジアミンなどの芳香
族アミン誘導体、トリス（８－キノリナート）アルミニウム（III）をはじめとする金属
キレート化オキシノイド化合物、ジスチリルベンゼン誘導体などのビススチリル誘導体、
テトラフェニルブタジエン誘導体、インデン誘導体、クマリン誘導体、オキサジアゾール
誘導体、ピロロピリジン誘導体、ペリノン誘導体、シクロペンタジエン誘導体、ピロロピ
ロール誘導体、チアジアゾロピリジン誘導体、ジベンゾフラン誘導体、カルバゾール誘導
体、ジカルバゾール誘導体、インドロカルバゾール誘導体、トリアジン誘導体、ポリマー
系では、ポリフェニレンビニレン誘導体、ポリパラフェニレン誘導体、ポリフルオレン誘
導体、ポリビニルカルバゾール誘導体、ポリチオフェン誘導体、アリールシラン誘導体等
が使用できるが、特に限定されるものではない。
【００５７】
　発光層が燐光発光層である場合、発光層は燐光発光ドーパントとホスト材料を含む。燐
光発光ドーパント材料としては、ルテニウム、ロジウム、パラジウム、銀、レニウム、オ
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スミウム、イリジウム、白金及び金から選ばれる少なくとも一つの金属を含む有機金属錯
体を含有するものがよい。
【００５８】
　好ましい燐光発光ドーパントとしては、Ir等の貴金属元素を中心金属として有するIr(p
py)3等の錯体類、Ir(bt)2・acac3等の錯体類、PtOEt3等の錯体類が挙げられる。これらの
錯体類の具体例を以下に示すが、下記の化合物に限定されない。
【００５９】
【化１０】

 
【００６０】
　前記燐光発光ドーパントが発光層中に含有される量は、２～４０重量％、好ましくは３
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～２０重量％の範囲にあることがよい。
【００６１】
　発光層が燐光発光層である場合、この発光層におけるホスト材料としては、本発明の複
素環化合物を用いることが好ましい。しかし、この複素環化合物を発光層以外の他の何れ
かの有機層に使用する場合は、発光層に使用する材料は他のホスト材料であってもよい。
また、本発明の複素環化合物と他のホスト材料を併用してもよい。更に、公知のホスト材
料を複数種類併用して用いてもよい。
【００６２】
　使用できる公知のホスト化合物としては、正孔輸送能、電子輸送能を有し、かつ発光の
長波長化を防ぎ、なおかつ高いガラス転移温度を有する化合物であることが好ましい。
【００６３】
　このような他のホスト材料は、多数の特許文献等により知られているので、それらから
選択することができる。ホスト材料の具体例としては、特に限定されるものではないが、
インドール誘導体、カルバゾール誘導体、ジカルバゾール誘導体、インドロカルバゾール
誘導体、トリアゾール誘導体、オキサゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾ
ール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体、ピラゾロン誘導体、フェ
ニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カルコン誘導体、スチリルア
ントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザ
ン誘導体、芳香族第三アミン化合物、スチリルアミン化合物、芳香族ジメチリデン系化合
物、ポルフィリン系化合物、アントラキノジメタン誘導体、アントロン誘導体、ジフェニ
ルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体やナフタレンペリレン等の芳香族化合物、
フタロシアニン誘導体、８―キノリノール誘導体、メタルフタロシアニン誘導体、ベンゾ
オキサゾール誘導体やベンゾチアゾール誘導体の金属錯体に代表される各種金属錯体、ポ
リシラン系化合物、ポリ（N-ビニルカルバゾール）誘導体、アニリン系共重合体、チオフ
ェンオリゴマー、ポリチオフェン誘導体、ポリフェニレン誘導体、ポリフェニレンビニレ
ン誘導体、ポリフルオレン誘導体等の高分子化合物等が挙げられる。
【００６４】
　発光層は蛍光発光層、遅延蛍光発光層あるいは燐光発光層のいずれでもよいが、燐光発
光層であることが好ましい。
【００６５】
－注入層－
　注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けられる層のこ
とで、正孔注入層と電子注入層があり、陽極と発光層又は正孔輸送層の間、及び陰極と発
光層又は電子輸送層との間に存在させてもよい。注入層は必要に応じて設けることができ
る。
【００６６】
－正孔阻止層－
　正孔阻止層とは、広い意味では電子輸送層の機能を有し、電子を輸送する機能を有しつ
つ正孔を輸送する能力が著しく小さい正孔阻止材料からなり、電子を輸送しつつ正孔を阻
止することで電子と正孔の再結合確率を向上させることができる。
【００６７】
　正孔阻止層には、本発明の複素環化合物を用いることがよいが、この複素環化合物を他
の何れかの有機層に使用する場合は、公知の正孔阻止層材料を用いてもよい。また、正孔
阻止層材料としては、後述する電子輸送層の材料を必要に応じて用いることができる。
【００６８】
－電子阻止層－
　電子阻止層とは、正孔を輸送する機能を有しつつ電子を輸送する能力が著しく小さい材
料から成り、正孔を輸送しつつ電子を阻止することで電子と正孔が再結合する確率を向上
させることができる。
【００６９】
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　電子阻止層の材料としては、後述する正孔輸送層の材料を必要に応じて用いることがで
きる。電子阻止層の膜厚は好ましくは３～１００ｎｍであり、より好ましくは５～３０ｎ
ｍである。
【００７０】
－励起子阻止層－
　励起子阻止層とは、発光層内で正孔と電子が再結合することにより生じた励起子が電荷
輸送層に拡散することを阻止するための層であり、励起子阻止層の挿入により励起子を効
率的に発光層内に閉じ込めることが可能となり、素子の発光効率を向上させることができ
る。励起子阻止層は発光層に隣接して陽極側、陰極側のいずれにも挿入することができ、
両方同時に挿入することも可能である。
【００７１】
　励起子阻止層の材料としては、本発明の複素環化合物を用いることができるが、他の材
料として、例えば、１，３－ジカルバゾリルベンゼン（ｍＣＰ）や、ビス（２－メチル－
８－キノリノラト）－４－フェニルフェノラトアルミニウム（ＩＩＩ）（ＢＡｌｑ）が挙
げられる。
【００７２】
－正孔輸送層－
　正孔輸送層とは、正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、正孔輸送層は単
層又は複数層設けることができる。
【００７３】
  正孔輸送材料としては、正孔の注入又は輸送、電子の障壁性のいずれかを有するもので
あり、有機物、無機物のいずれであってもよい。使用できる公知の正孔輸送材料としては
、本発明の有機電界発光素子用材料を用いることが好ましいが、従来公知の化合物の中か
ら任意のものを選択して用いることができる。使用できる公知の正孔輸送材料としては、
例えば、トリアゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、ポリアリ
ールアルカン誘導体、ピラゾリン誘導体及びピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導
体、アリールアミン誘導体、アミノ置換カルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリル
アントラセン誘導体、フルオレノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラ
ザン誘導体、アニリン系共重合体、また導電性高分子オリゴマー、チオフェンオリゴマー
、ポルフィリン化合物、芳香族第３級アミン化合物、カルバゾール誘導体やスチリルアミ
ン化合物などが使用できるが、特に限定されるものではない。
【００７４】
－電子輸送層－
　電子輸送層とは、電子を輸送する機能を有する材料からなり、電子輸送層は単層又は複
数層設けることができる。
【００７５】
  電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる場合もある）としては、陰極より注入された電子
を発光層に伝達する機能を有していればよい。電子輸送層には、本発明の複素環化合物を
用いることが好ましいが、従来公知の化合物の中から任意のものを選択して用いることが
でき、例えば、ニトロ置換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオ
キシド誘導体、カルボジイミド、フレオレニリデンメタン誘導体、アントラキノジメタン
及びアントロン誘導体、オキサジアゾール誘導体等が挙げられる。更に、上記オキサジア
ゾール誘導体において、オキサジアゾール環の酸素原子を硫黄原子に置換したチアジアゾ
ール誘導体、電子吸引基として知られているキノキサリン環を有するキノキサリン誘導体
も、電子輸送材料として用いることができる。更にこれらの材料を高分子鎖に導入した、
又はこれらの材料を高分子の主鎖とした高分子材料を用いることもできる。
【実施例】
【００７６】
　以下、本発明を実施例によって更に詳しく説明するが、本発明は勿論、これらの実施例
に限定されるものではなく、その要旨を越えない限りにおいて、種々の形態で実施するこ
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【００７７】
実施例１
【化１１】

 
【００７８】
　窒素ガス気流下、１０００ｍＬ の反応器に、ジベンチオフェン（１－Ａ）（１０９ ｍ
ｍｏｌ，２０．０ ｇ）と脱水ＴＨＦ（１００ ｍＬ）を加え、０℃にて３０ 分間撹拌し
た。これに、２Ｎ ＢｕＬｉ－ヘキサン溶液（６０ｍＬ, １５６ ｍｍｏｌ）を滴下した。
滴下終了後、混合物を６時間加熱還流した。室温まで冷却後、脱水ＤＭＦ（２０ｍＬ、１
６０ｍｍｏｌ）を滴下した後、一晩室温で撹拌した。反応混合物を６Ｎ塩酸（５００ｍＬ
）に注ぎ、酢酸で抽出し、有機層を水で洗浄して乾燥した。カラムクロマトグラフィーに
て化合物（１－Ｂ）８．０ｇを得た。
【００７９】
　窒素ガス気流下、５００ｍＬ の反応器に、３－ブロモプロピオン酸（１－Ｃ）（１６
９ ｍｍｏｌ, ２５ ｇ）とトリフェニルホスフィン（１９６ ｍｍｏｌ， ５１．４２ ｇ
）、脱水アセトニトリル（７０ｍＬ）を加えた。添加終了後、加熱還流下にて５ 時間撹
拌した。室温まで放冷後、反応液を濃縮した。姿勢した固体を酢酸エチルで洗浄し、ｗｉ
ｔｔｉｇ－ｓａｌｔ（１－Ｄ） を６５．２ ｇ得た。
【００８０】
　窒素ガス気流下、５００ｍＬ の反応器に、化合物（１－Ｂ）（３７．７ ｍｍｏｌ, ８
．０ ｇ）とｗｉｔｔｉｇ－ｓａｌｔ（１－Ｄ）（３３７７ ｍｍｏｌ, １４０２ ｇ）、
脱水ＴＨＦ（７５ｍＬ）、脱水ＤＭＳＯ（７５ｍＬ）を加え、２７℃（水バス）にて３０
 分間撹拌した。これに、６０％水素化ナトリウム（１１２．１ ｍｍｏｌ, ３．５ ｇ）
を少量ずつ注加し、６時間撹拌した。反応混合物を２Ｎ水酸化ナトリウム水溶液に注ぎ、
酢酸エチルで洗浄し、更に酢酸エチル層を２Ｎ水酸化ナトリウム水溶液で抽出した。水層
を合わせ、６Ｎ塩酸を加えてｐＨ１に調整し、酢酸エチルで抽出した。有機層を水で洗浄
し、溶媒を留去することによって、化合物（１－Ｅ）を９．６ｇ得た。
【００８１】
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【化１２】

 
【００８２】
　窒素ガス気流下、３００ｍＬ の反応器に、化合物（１－Ｅ）（３５ ｍｍｏｌ, ９．４
 ｇ）と脱水エタノール（５０ ｍＬ）、脱水酢酸エチル（５０ ｍＬ）、１０％Ｐｄ/Ｃ（
０．５ ｇ）を加え、１０分間窒素を行った。水素バブリング装置を用いて、溶媒に水素
ガスを室温で１０時間吹き込んだ。更に１０％Ｐｄ/Ｃ（０．５ ｇ）を加え、９時間水素
を吹き込んだ。反応終了後、触媒を濾別した後、溶媒を留去することによって、化合物（
１－Ｆ）を８．８ｇ得た。
【００８３】
　窒素ガス気流下、２００ｍＬ の反応器に、化合物（１－Ｆ）（３２．６ ｍｍｏｌ, ８
．８ ｇ）と２,４,６－トリクロロ－１,３,５－トリアジン（６５．１ ｍｍｏｌ, １２．
０ ｇ）、脱水ジクロロメタン（５０ ｍＬ）を加え、室温にて５ 分間撹拌した。その後
、脱水ピリジン（９７．７ ｍｍｏｌ, ７．７ｇ）を、室温にてゆっくりと注加し、８時
間撹拌した。引き続き、塩化アルミニウム（６５．１ ｍｍｏｌ, ８．７ ｇ）を室温にて
ゆっくりと加え、４ 時間撹拌した。反応終了後、１ＮＨＣｌに注ぎ、クロロホルムで抽
出した。有機層を水で洗浄、乾燥し、溶媒を留去した後に、カラムクロマトグラフィーに
て化合物（１－Ｇ）３．３ｇを得た。
【００８４】
　窒素ガス気流下、５０ｍＬ の反応器に、化合物（１－Ｇ）（６．０ ｍｍｏｌ, ２．５
 ｇ）とフェニルヒドラジン塩酸塩（１２ ｍｍｏｌ, １．７ ｇ）の脱水エタノール溶液
（５ ｍＬ）を加え、室温にて５ 分間撹拌した。その後、氷酢酸（４．８ ｍｍｏｌ, ０
．３ ｇ）を注加し、９０℃にて４．５ 時間撹拌した。反応終了後、生成した沈殿を濾取
し、エタノール、水で洗浄後、更にジクロロメタンで洗浄することにより、化合物（１－
Ｈ）２．７ｇを得た。
【００８５】
　窒素ガス雰囲気下、３００ｍＬのナスフラスコに、化合物（１－Ｈ）（１０．３ ｍｍ
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ｏｌ, ３．４ ｇ）とクロラニル（１４．４ ｍｍｏｌ, ３．５グラム）、キシレン（１５
０ ｍＬ）を加え、６時間加熱還流した。反応終了後、反応混合物を室温まで冷却し、析
出した固体を濾別した。濾取した固体をトルエン、ジクロロメタンで洗浄することで、化
合物（Ａ１０１）を３．０ｇ得た。
【００８６】
【化１３】

 
【００８７】
　窒素ガス気流下、60.8 ％水素化ナトリウム0.33 g（0.0083 mol）、脱水Ｎ，Ｎ-ジメチ
ルホルムアミド（DMF）4 gを加え、撹拌した。上記で得た（Ａ１０１） 2.0g（0.0063 mo
l）をDMF 4 gに溶解させた溶液を5分かけ滴下した後、1時間撹拌を行った。その後、２－
クロロ－４,６－ジフェニル－１,３,５－トリアジン 1.69 g（0.0063 mol）をDMF 4 gに
溶解させた溶液を5分かけ滴下した後、7時間撹拌を行った。その後、蒸留水2.0 gを加え
、メタノール30.0 gを加えた。析出した結晶を濾別し、これを減圧乾燥した後、カラムク
ロマトグラフィーで精製して白色粉末の化合物（３）　2.61 g（0.0047 mol、収率75.0 
％）を得た。　APCI-TOFMS, m/z 555 [M+H]+

【００８８】
  上記合成例及び明細書中に記載の合成方法に準じて、化合物（４）、（５）、（１０）
、（１３）及び（１８）を合成した。
【００８９】
　また、化合物（３）、（４）、（５）、（１０）、（１３）、（１８）、又はＣＢＰ、
前記複素環化合物（Ｈ-１）、（Ｈ-２）を使用して、有機ＥＬ素子を作製した。
【００９０】
実施例２
  膜厚 150nm の 酸化インジウムスズ（ITO）からなる陽極が形成されたガラス基板上に
、各薄膜を真空蒸着法にて、真空度2.0×10-5 Pa で積層させた。まず、ITO 上に正孔注
入層として、銅フタロシアニン（CuPC）を 20 nm の厚さに形成した。次に、正孔輸送層
としてα-NPDを 40 nm の厚さに形成した。次に、正孔輸送層上に、発光層のホスト材料
としての化合物（３）とドーパントとしてのIr(ppy)3とを異なる蒸着源から共蒸着し、35
 nm の厚さに発光層を形成した。Ir(ppy)3の濃度は 7.0 %であった。次に、電子輸送層と
してAlq3を40 nmの厚さに形成した。更に、電子輸送層上に、電子注入層としてフッ化リ
チウム（LiF）を0.5 nmの厚さに形成した。最後に、電子注入層上に、電極としてアルミ
ニウム（Al）を170 nmの厚さに形成し、有機ＥＬ素子を作製した。
【００９１】
  得られた有機ＥＬ素子に外部電源を接続し直流電圧を印加したところ、表１に示すよう
な発光特性を有することが確認された。表１において、輝度、電圧及び発光効率は、10 m
A/cm2での駆動時の値（初期特性）を示す。素子発光スペクトルの極大波長は520 nmであ
り、Ir(ppy)3からの発光が得られていることがわかった。
【００９２】
実施例３～７
  実施例２における発光層のホスト材料として、化合物（３）に代えて、化合物（４）、
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（５）、（１０）、（１３）又は（１８）を用いた以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ
素子を作成した。
【００９３】
実施例８
  実施例２における発光層のホスト材料として、化合物（３）に代えて、化合物（３）と
ＣＢＰを３０対７０の比率（重量比）で共蒸着した以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ
素子を作成した。
【００９４】
実施例９
  実施例２における発光層のホスト材料として、化合物（３）に代えて、化合物（３）と
ＣＢＰを４０対６０の比率で共蒸着した以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ素子を作成
した。
【００９５】
実施例１０
  実施例２における発光層のホスト材料として、化合物（３）に代えて、化合物（１８）
と化合物（５）を４０対６０の比率で共蒸着した以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ素
子を作成した。
【００９６】
実施例１１
  実施例２における発光層のホスト材料として、化合物（３）に代えて、化合物（１８）
と化合物（５）を５０対５０の比率で共蒸着した以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ素
子を作成した。
【００９７】
比較例１
  実施例２における発光層のホスト材料として化合物（３）に代えて、ＣＢＰを用いた以
外は実施例２と同様にして有機ＥＬ素子を作成した。
【００９８】
比較例２
  実施例２における発光層のホスト材料として化合物（３）に代えて、複素環化合物（Ｈ
－１）を用いた以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ素子を作成した。
【００９９】
比較例３
  実施例２における発光層のホスト材料として化合物（３）に代えて、複素環化合物（Ｈ
－２）を用いた以外は実施例２と同様にして有機ＥＬ素子を作成した。
【０１００】
　実施例３～１１及び比較例１～３で得られた有機ＥＬ素子について、実施例２と同様に
して評価したところ、表１に示すような発光特性を有することが確認された。なお、実施
例３～１１及び比較例１～３で得られた有機ＥＬ素子の発光スペクトルの極大波長は530 
nmであり、Ir(ppy)3からの発光が得られていると同定された。
【０１０１】



(23) JP WO2016/051977 A1 2016.4.7

10

20

30

40

【表１】

 
【産業上の利用可能性】
【０１０２】
　本発明の有機電界発光素子用材料は、これを有機ＥＬ素子に使用することにより、駆動
電圧の低減及び高い発光効率を達成でき、駆動寿命が長く、実用レベルの耐久性を有する
ことから、特にフラットパネルディスプレイ等の薄膜型表示デバイスに好適に利用できる
。
【符号の説明】
【０１０３】
１　基板、２　陽極、３　正孔注入層、４　正孔輸送層、５　発光層、６　電子輸送層、
７　陰極
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【国際調査報告】



(26) JP WO2016/051977 A1 2016.4.7

10

20

30

40



(27) JP WO2016/051977 A1 2016.4.7

10

20

30

40



(28) JP WO2016/051977 A1 2016.4.7

10

20

30

40



(29) JP WO2016/051977 A1 2016.4.7

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,H
N,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG
,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,
UA,UG,US

(72)発明者  甲斐　孝弘
            福岡県北九州市戸畑区大字中原先の浜４６－８０　新日鉄住金化学株式会社内
(72)発明者  田中　秀輝
            福岡県北九州市戸畑区大字中原先の浜４６－８０　新日鉄住金化学株式会社内
(72)発明者  川田　敦志
            福岡県北九州市戸畑区大字中原先の浜４６－８０　新日鉄住金化学株式会社内
Ｆターム(参考) 3K107 AA01  BB01  BB02  CC04  CC12  CC22  CC24  DD53  DD59  DD66 
　　　　 　　        DD67  DD68  DD69  DD74  DD78 
　　　　 　　  4C071 AA01  AA07  AA08  BB01  BB08  CC01  CC21  DD40  EE13  FF03 
　　　　 　　        GG05  JJ01  JJ05  LL05 

【要約の続き】
環が２～６個連結してなる連結芳香族基、アルキル基、又はアルコキシ基であり、a、b、c、dは０～２の整数である
。

（注）この公表は、国際事務局（ＷＩＰＯ）により国際公開された公報を基に作成したものである。なおこの公表に
係る日本語特許出願（日本語実用新案登録出願）の国際公開の効果は、特許法第１８４条の１０第１項(実用新案法 
第４８条の１３第２項）により生ずるものであり、本掲載とは関係ありません。



专利名称(译) 用于有机电致发光器件的材料和使用其的有机电致发光器件

公开(公告)号 JPWO2016051977A1 公开(公告)日 2017-08-31

申请号 JP2016551624 申请日 2015-08-18

[标]申请(专利权)人(译) 新日铁化学株式会社

申请(专利权)人(译) 新日鉄住金化学株式会社

[标]发明人 甲斐孝弘
田中秀輝
川田敦志

发明人 甲斐 孝弘
田中 秀輝
川田 敦志

IPC分类号 H01L51/50 C09K11/06 C07D495/04

FI分类号 H05B33/14.B H05B33/22.B C09K11/06.690 C07D495/04.103

F-TERM分类号 3K107/AA01 3K107/BB01 3K107/BB02 3K107/CC04 3K107/CC12 3K107/CC22 3K107/CC24 3K107
/DD53 3K107/DD59 3K107/DD66 3K107/DD67 3K107/DD68 3K107/DD69 3K107/DD74 3K107/DD78 
4C071/AA01 4C071/AA07 4C071/AA08 4C071/BB01 4C071/BB08 4C071/CC01 4C071/CC21 4C071
/DD40 4C071/EE13 4C071/FF03 4C071/GG05 4C071/JJ01 4C071/JJ05 4C071/LL05

代理人(译) 佐佐木哉
佐野荣一
原 克己
修治Hisamoto

优先权 2014198835 2014-09-29 JP

其他公开文献 JP6563943B2

外部链接 Espacenet

摘要(译)

具有优异的电子和空穴注入和传输特性并且具有适当的最小单线态激发
能和最小三线态激发能的用于有机电致发光器件的材料，以及使用该材
料的有机EL器件。 有机电致发光元件用材料，其特征在于，含有通式
（1）表示的杂环化合物。 [化学1] 在此，R1是碳原子数为6〜30的芳香
族烃基，碳原子数为3〜22的芳香族杂环基，这些芳香族环中的2〜6个连
接而形成的连接芳香族基团。 R2至R5为烷基或烷氧基，为具有6至30个
碳原子的芳族烃基，且仅具有氧或硫作为杂原子的具有3至22个碳原子的
芳族杂基。 环状基团，通过连接这些芳族环中的2至6个而形成的连接的
芳族基团，烷基或烷氧基以及a，b，c和d是0至2的整数。

https://share-analytics.zhihuiya.com/view/87d3b6f0-6aff-4239-8a69-d1f748d6a81a
https://worldwide.espacenet.com/patent/search/family/055630023/publication/JPWO2016051977A1?q=JPWO2016051977A1

